
働き方改革サポートオフィス山口

社会保険労務士 秋本浩之

働き方改革関連法／同一労働同一賃金
～雇用形態に関わらない公正な待遇の確保～

① パートタイム・有期雇用労働法の概要

② 職務分析・職務評価コンサルティング



「同一労働同一賃金」の背景、目的

■ 正規・非正規間の不公正な待遇差の解消（社会政策）

• 非正規雇用労働者は日本の労働者の約４割を占め、日本の企業にとって貴重
な戦力

• 非正規と正規の不合理な待遇差を解消することにより、どのような雇用形態
を選択しても納得が得られる処遇を受けられるようにすることが必要

■ 成長と分配の好循環（経済政策）

• 企業の魅力、採用力の向上

• 誰もがその人の真価、本領を発揮しながら活躍できる社会を形成

■ 我が国における「同一労働同一賃金」とは

① 不合理な待遇差の禁止（均衡待遇）

② 差別的取扱いの禁止（均等待遇）
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• 同一企業内において、正社員と非正規雇用労働者との間で、基本給や賞与などの
あらゆる待遇について不合理な待遇差を設けることを禁止

• ガイドライン（指針）において、どのような待遇差が不合理に当たるかを例示

• 非正規雇用労働者は、「正社員との待遇差の内容や理由」などについて、事業主に説明を求めるこ
とができる

• 事業主は、非正規雇用労働者から求めがあった場合は、説明をしなければならない

• 事業主は、雇い入れ時に「説明を求めることができる」旨を労働者に明示しなければならない

• 単に「パートだから」「将来の役割期待が異なるため」「正社員の人材を確保・定着させるため」
といった主観的・抽象的理由では、待遇の違いについての説明にならない

• 説明を求めたことを理由として解雇、配置転換、降格、減給等の不利益取扱いをしてはならない

• 都道府県労働局において、無料・非公開の紛争解決手続を実施

• 「均衡待遇」や「待遇差の内容・理由」に関する説明についても行政ＡＤＲの対象

１ 不合理な待遇差の禁止

２ 労働者に対する待遇に関する説明義務

３ 行政による事業主への助言・指導等や裁判外紛争解決手続（行政ＡＤＲ）

同一労働同一賃金
ガイドライン
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R8.10.1施行

パートタイム・有期雇用労働法のポイント



均衡待遇と均等待遇

基本給、賞与その他の待遇（※１）のそれぞれについて、

パート・有期雇用労働者及び通常の労働者（※２）の

① 職務の内容（業務の内容及び責任の程度）

② 職務の内容及び配置の変更の範囲（人材活用の仕組みや運用）

③ その他の事情

のうち、当該待遇の性質及び目的に照らして適切と認められるものを考慮して、

不合理な相違を設けてはならない

均衡待遇 （パートタイム・有期雇用労働法第８条）

※２「通常の労働者」→同一の事業主に雇用
される正規雇用（無期雇用フルタイム）労働者

「職務の内容」、「職務の内容・配置の変更の範囲」が通常の労働者と同一であるパートタ
イム・有期雇用労働者については、パートタイム・有期雇用労働者であることを理由として、基本

給、賞与その他の待遇のそれぞれについて、差別的取扱いをしてはならない

均等待遇 （パートタイム・有期雇用労働法第９条）

※１「その他の待遇」→福利厚生、教育訓練、
休憩、休日、休暇、災害補償などすべて
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「均衡待遇」考慮すべきポイント

１ 職務の内容（業務の内容及び責任の程度）

 業務の種類（販売職、事務職、営業職など継続して行う仕事）
 中核的業務（職務に不可欠な業務、職務全体に占める時間的割合・頻度が高い業務等）
 責任の程度（次の要素から総合的に判断）
・与えられている権限の範囲、業務の成果について求められている役割

・トラブル発生時や緊急時に求められる対応の程度

・ノルマなどの成果に対する期待度

２ 職務内容・配置の変更の範囲（人材活用の仕組みや運用）

 転勤の有無、転勤の範囲（地域限定、全国転勤など）
 職務内容・配置の変更の「有無」（別の部署に異動する可能性など）
 職務内容・配置の変更の「範囲」（経理→営業職への変更の可能性など）

３ その他の事情

 職務の成果・能力・経験、労働組合との交渉の経緯等 5

１ 職務の内容（業務の内容及び責任の程度）

２ 職務内容・配置の変更の範囲（人材活用の仕組みや運用）

３ その他の事情



「同一労働同一賃金」留意事項

 単に「同じ仕事をしていれば同じ金額を支払う」ということではない
• 経験や能力による基本給の差などはありうる

 不合理であるかどうかは、実態に即して判断する必要がある

〔例〕基本給について「正社員は配置転換があるから」という理由で差を設けている

→ 実態として配置転換がほとんどなかった、ということがないか確認し、格差の有無や程度
が不合理でないと言えるかどうかを検討

→ 実際に、転勤の範囲や経験する部署の範囲を具体的に確認し、その差を踏まえて、不合理
でないと言えるかどうかを検討

〔例〕賞与について「パートは定型業務であり会社の業績に直結しない」という理由で支給しない

→ パート労働者が業績に全く貢献していないとは言い難い。貢献度合いを確認して検討

 非正規労働者に対しては、通常の労働者への転換措置を講じなければならない
• 正社員登用制度（試験、社内公募等）、正社員を募集する場合には非正規労働者にも周知 等

 個別の手当ごとではなく、会社の賃金体系全般を考慮して判断する必要がある
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「公正な待遇の確保」事例
有期雇用であることや、職務内容・配置の変更の範囲が異なることは、支給しない理由
にはならず、正社員と同一基準で支給する必要がある

通勤手当、精皆勤手当、
食事手当、慶弔休暇

契約更新を繰り返しているなど、相応に継続的に勤務することが見込まれるパート・有
期労働者には、正社員と同一の家族手当を支給しなければならない

家族手当
（R8.10.1改正）

住宅手当が「転居を伴う配置変更の有無に応じて支給されるもの」である場合で、正社
員と同じように転居を伴う配置変更があるパート・有期労働者には、正社員と同一の住
宅手当を支給しなければならない

住宅手当
（R8.10.1改正）

正社員に賞与等を支給する目的（労務の対価の後払い、功労報償など）がパート・有期
労働者にも該当する場合は、均衡のとれた内容の支給を行う必要がある

賞与・退職手当
（R8.10.1改正）

・パート・有期労働者にも利用の機会を与えなければならない
・施設の料金・割引率等の利用条件について、不合理と認められる待遇差を設けてはな
らない（R8.10.1改正）

福利厚生施設
（食堂､休憩室､更衣室等）

従事する職務の遂行に必要な能力を付与するための教育訓練について、職務内容が同じ
であれば、非正規労働者にも実施しなければならない

教育訓練

正社員に病気休職期間に係る給与の保障を行う場合には、契約更新を繰り返しているな
ど、相応に継続的に勤務することが見込まれるパート・有期労働者にも同一の保障を行
わなければならない

病気休職（R8.10.1改正）

「その他の事情」として総合的に判断される（年金受給、加齢による判断力低下等）も
のであり、定年後再雇用であることだけでは、直ちに不合理でないと認められない

定年後の再雇用
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賃上げを支援する国の助成制度（例）

 非正規雇用労働者の基本給の賃金規定等を３％以上増額改定
し、その規定を適用させた場合に助成

 パートタイム労働者など非正規雇用労働者の賃金引上げが対象

〔活用例〕
中小企業が賃金規定等を６％増額改定し、２０人の有期雇用

労働者の賃金引き上げを実施した場合、１４０万円を助成

〔ポイント〕非正規雇用労働者の賃上げ
・賃金規定等の増額改定に関するキャリアアップ計画を作成す
ること
・原則、事業所内全ての非正規雇用労働者の賃金規定等を改定
すること
・改定後の賃金規定に基づく賃金を６か月支給した後に、国に
支給申請

※ １年度１事業所あたりの支給申請上限人数は１００人

助成額（中小企業）非正規労働者の賃上げ率の区分

４万円／人３％以上４％未満の場合

５万円／人４％以上５％未満の場合

６．５万円／人５％以上６％未満の場合

７万円／人６％以上の場合

キャリアアップ助成金（Ｒ８）<賃金規定等改定コース>

 事業場内最低賃金を引き上げ、設備投資等を行った中小企
業に、その費用の一部を助成

 中小企業で働く労働者の賃金引上げのための生産性向上の
取組みが支援対象

 事業場内の最低賃金が、Ｒ８年10月以降に改定される地
域別最低賃金を下回っていること

 申請前の賃金引上げや交付決定前の設備投資は対象外

〔活用例〕
３０人の事業場で、事業場内最低賃金の労働者１０人の時

給を７０円引き上げた場合、３００万円を助成

〔ポイント〕 賃上げ＋設備投資
・賃上げと、設備投資等を含む生産性向上計画の作成が必要
・助成額は、賃金の引上げ額、引上げ労働者数等により決定
・交付決定を受けた後に設備投資等を行う

助成上限額賃上げコース区分

３０～１３０万円５０円コース

４０～３００万円７０円コース

９０～６００万円９０円コース

業務改善助成金（Ｒ８）
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正社員とパートタイム・有期雇用労働者の「基本給」について、待遇差が不合理
かどうかの判断や、公正な待遇確保に向けた賃金制度を検討する際に使う手法

職務分析・職務評価とは

 職務分析：職務に関する情報を収集・整理し、職務内容（仕事の内容や範囲、責任の程度）を
明確にすること

 職務評価：社内の職務内容を比較し、その大きさを相対的に測定すること

正社員とパートタイム・有期雇用労働者が混在している部門のある会社であれば
事業所の規模を問わず（小規模事業所でも）活用できる

【賃金や人材活用の課題（例）】
• 人材確保のために賃金制度を見直したい
• パート労働者から賃金格差について説明を求められた
• パートタイマーや契約社員に昇給制度がない
• 賃金制度を見直したいが、どうしたらよいかわからない
• 仕事のレベルアップにつながる賃金制度にできないか
• 従業員の職務レベルに応じた給与体系（等級制度）にしたい
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① 職務内容一覧表の作成
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各部署における正社員、パート社員、有期社員について、人材活用の仕組みや運用の違いを分析し、社員タイプを分類する



② 職務構造表の作成（職務の棚卸し）
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③ 職務（役割）評価の実施（社員ごとのポイントを算定）
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④ 活用係数の設定
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 パートと正規で、仮に職務内容が同じであっても、人材活用の仕組み・運用の違いによって賃金に違いが生じうる
 この例では、転勤の有無等を考慮して、パートは正規の ０．９ と設定している



⑤ 時間賃率の計算
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⑥ 均等・均衡待遇状況のチェック

17
職務（役割）ポイントの重なりがあり、
傾向（近似）線も一直線になる

職務（役割）ポイントの重なりはないが、
傾向（近似)）線が一直線になる

均等・均衡待遇が確保されている例
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パートと正社員の職務ポイントに重複があり、時間賃率に
大きな格差がある
（仕事の内容や責任の程度が同等な労働者間で、大きな
賃金格差がある）

近似直線の傾きの差異が大きく（１０％
以上）、かつ、パート労働者のプロット
のばらつきが大きい
（仕事の内容や責任の程度が同等な
労働者間で、大きな賃金格差がある）

⑥ 均等・均衡待遇状況のチェック

均等・均衡待遇が確保されていない例



職務分析・職務評価コンサルティング
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 相談は、ご希望に応じ、電話・来所・メールの
ほか、原則３回まで無料で訪問させていただき
ます。（職務評価コンサルは６回まで無料）

 セミナーの開催やセミナー講師の派遣なども
行っています。お気軽にご相談ください。

 働き方改革サポートオフィス山口では、労務管理の専門家である社会保険労務士が、人材
の確保育成、助成金、労務管理など、働き方に関する事業主の皆様のお悩みをお伺いし、
課題解決のための改善・提案を行っています。

働き方改革をお手伝いします

20


